
 1 級 解答・解説 (商業簿記) 

解 答 

   貸 借 対 照 表

×29年３月31日 (単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債 

現 金 預 金 １ ( ★ 101,322)  電子記録債務 15 ( ★ 5,100)

 受 取 手 形 (  55,700)     買  掛  金 16 ( ★ 55,500)

 電子記録債権 ２ ( ★ 2,300)   １年以内返済予定長期借入金  17 ( 100,000)

  売  掛  金 ３ ( ★ 50,000)   未  払  金 18 ( ★ 800)

  貸 倒 引 当 金 ４ ( ★ △3,200)  ( 104,800)   未払法人税等 19 ( ★ 5,000)

  商     品  ５ ( ★ 30,000)  流動負債合計 ( 166,400) 

 前 払 費 用  ６ ( ★ 180)  負 債 合 計 ( 166,400) 

 金利スワップ  ７ ( ★ 398) 純 資 産 の 部 

  流動資産合計 ( 236,700) Ⅰ 株 主 資 本 

Ⅱ 固 定 資 産 資  本  金 300,000  

 有形固定資産  利 益 剰 余 金 

  建     物  (  500,000)      利 益 準 備 金 61,265  

 減価償却累計額 ８ ( ★△189,775)  ( 310,225)   繰越利益剰余金 20 ( ★ 112,476)

  備     品 ９ ( ★ 70,000)   株主資本合計 ( 473,741) 

 減価償却累計額 10 ( ★△28,000)  ( 42,000) Ⅱ 評価・換算差額等 

投資その他の資産   その他有価証券評価差額金 21 ( ★   140) 

 投資有価証券   11 ( ★ 48,686)  繰延ヘッジ損益 22 ( ★   279) 

 破産更生債権等 12 ( ★ 5,000)  評価・換算差額等合計 ( 419) 

  貸 倒 引 当 金 13 ( ★ △2,172)  ( ★  2,828)   純 資 産 合 計 ( 474,160) 

 繰延税金資産   14 ( ★ 121)

 固定資産合計  ( 403,860)  

 資 産 合 計  ( 640,560)   負債及び純資産合計 ( 640,560) 

損 益 計 算 書 

自×28年４月１日 至×29年３月31日 (単位：千円) 

Ⅰ 売   上 高 505,940 

Ⅱ 売 上 原 価 

 １ 期 首 商 品 棚 卸 高 (  27,900 ) 

 ２ 当 期 商 品 仕 入 高 (  317,400 ) 

合    計 ( 345,300 ) 

 ３ 期 末 商 品 棚 卸 高 23 ( ★ 31,620 )

差    引 ( 313,680 ) 

 ４ 棚 卸 減 耗 損 24 ( ★ 620 )

５ 商 品 評 価 損 25 ( ★ 1,000 )  ( 315,300 ) 

売 上 総 利 益 ( 190,640 ) 

★ １つにつき１点 合計25点

決算整理事項等の仕訳を行う

１．当座預金の修正

⑴ 電子記録債権の譲渡

( 現 金 預 金 ) 1,900 ( 電 子 記 録 債 権 ) 2,000 

( 電子記録債権売却損＊ ) 100 

 ＊ 債権金額と譲渡金額が異なる場合には差額を電子記録債権売却損として処理します。 

⑵ 電子記録債権・債務の消滅

金融機関を利用して債務者口座から債権者口座に払込まれた場合、電子記録債権・債務は消滅します。

( 現 金 預 金 ) 700 ( 電 子 記 録 債 権 ) 700 

( 電 子 記 録 債 務 ) 900 ( 現 金 預 金 ) 900 

⑶ 未渡小切手 

   仕入先に対する未渡小切手は買掛金で処理し、仕入先以外に対する未渡小切手は未払金で処理します。

( 現 金 預 金 ) 800 ( 未 払 金 ) 800 18

( 現 金 預 金 ) 500 ( 買 掛 金 ) 500 

Ｂ/Ｓ 現金預金：98,322千円＋1,900千円＋700千円－900千円＋800千円＋500千円＝101,322千円 １

Ｂ/Ｓ 買掛金：55,000千円＋500千円＝55,500千円 16

Ｂ/Ｓ 電子記録債権：5,000千円－2,000千円－700千円＝2,300千円 ２

Ｂ/Ｓ 電子記録債務：6,000千円－900千円＝5,100千円 15

２．商品売買

商品ボックスを作成します。このとき原価をボックスの中に、それに対応する売価を外に書きます。

売価 商 品(原価) 売価

期首    45,000千円 期首 

27,900千円 

売上原価

売上高 505,940千円
仕入   317,400千円 

当期商品仕入高 

317,400千円 

値入   199,600千円 

値上    13,500千円 期末 期末(帳簿)

値下  △18,560千円 貸借差額より 51,000千円＊2

(原価法) 556,940千円 345,300千円 556,940千円

(低価法) 575,500千円 ＊1 期末(実地) 50,000千円

＊1 556,940千円＋18,560千円＝575,500千円 ＊2 556,940千円－505,940千円＝51,000千円 

原価法原価率：
345,300千円

556,940千円
 ＝0.6199… ⇒ 62％ 低価法原価率：

345,300千円

575,500千円
 ＝0.6 ⇒ 60％ 

期末商品棚卸高 31,620千円 

商品評価損 1,000千円

棚卸減耗損

Ｂ/Ｓ 商品  620千円

30,000千円 ５

50,000千円 51,000千円

( 仕 入 ) 27,900 ( 繰 越 商 品 ) 27,900 

23 ( 繰 越 商 品 ) 31,620 ＊3 ( 仕 入 ) 31,620 

24 ( 棚 卸 減 耗 損 ) 620 ＊4 ( 繰 越 商 品 ) 1,620 

25 ( 商 品 評 価 損 ) 1,000 ＊5 

( 仕 入 ) 1,620 ( 棚 卸 減 耗 損 ) 620 

( 商 品 評 価 損 ) 1,000 

 ＊3 51,000千円×0.62＝31,620千円    ＊5 (0.62－0.60)×50,000千円＝1,000千円 

 ＊4 (51,000千円－50,000千円)×0.62＝620千円 

Step 1

0.60 

0.62 
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Ｂ/Ｓ 備品：80,000千円－10,000千円＝70,000千円 ９

Ｂ/Ｓ 備品減価償却累計額：21,100千円－3,600千円＋10,500千円＝28,000千円 10

６．金利スワップ

当期の利息の処理は、以下のとおりとなります。

⑴ 固定金利の支払い(金利スワップ) 

( 支 払 利 息 ) 100 ( 現 金 預 金 ) 100 ＊ 

＊ 100,000千円×0.1％＝100千円 

⑵ 変動金利の受取り(金利スワップ) 

( 現 金 預 金 ) 500 ( 支 払 利 息 ) 500 ＊ 

＊ 100,000千円×0.5％＝500千円 

⑶ 変動金利の支払い(借入金)

( 支 払 利 息 ) 500 ( 現 金 預 金 ) 500 

⑷ 決算時 

金利スワップの時価を金利スワップ資産として処理するとともに、繰延ヘッジ会計を適用しているた

め、貸方は税効果を適用の上、繰延ヘッジ損益として処理します。

なお、借入金は翌期中に返済期限が到来すること及び答案用紙より１年以内返済予定長期借入金に振

り替えます。なお、LIBOR(ライボー)とは、ロンドン銀行間取引金利をいい、借入金の金利(利息)の基準

として用いられることが多いです。

① 金利スワップの時価評価

７ ( 金 利 ス ワ ッ プ ) 398 ( 繰 延 税 金 負 債 ) 119 ＊１ 

( 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ) 279 ＊２ 22

＊１ 398千円×30％＝119.4→119千円 ＊２ 398千円－119千円＝279千円

② 借入金の振替え

( 長 期 借 入 金 ) 100,000 ( １年以内返済予定長期借入金 ) 100,000 17

７．費用の繰延べ

６ ( 前 払 費 用 ) 180 ( 販 売費・一 般管理 費 ) 180

８．法人税等

( 法人税、住民税及び事業税 ) 11,000 ( 仮 払 金 ) 6,000 

( 未 払 法 人 税 等 ) 5,000 19

９．税効果会計 

( 繰 延 税 金 資 産 ) 300 ＊ ( 法 人 税 等 調 整 額 ) 300

＊ 1,000千円×30％＝300千円

Ｂ/Ｓ 繰延税金資産：300千円－60千円－119千円＝121千円 14

繰延税金負債 

10．繰越利益剰余金

当期純利益：37,426千円－(11,000千円－300千円)＝26,726千円 

税引前利益  法人税等  法人税等調整額 

85,750千円＋26,726千円＝112,476千円  20
前Ｔ/Ｂ残高 当期純利益 

 1 級 解答・解説 (会計学) 

第１問 

解 答 

１ 現在価値基準 ２ 継 続 ３ 期 間的対 応 

４ △150 ５ 69,700 

１つにつき１点 合計５点 
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第２問 

解 答 

⑴ 税効果会計を適用しない場合   (単位：円) 

連結包括利益計算書 連結貸借対照表 

10,000 当期純利益 

その他の包括利益 

純資産の部 

その他の包括利益累計額 

( １ ) ( ４ 400  )   その他有価証券評価差額金 

 為替換算調整勘定 ( ２ ) ( ５ 880  ) 

  退職給付に係る調整額 ( ３

★ 200

★ 350

△560 ) 

 その他有価証券評価差額金 

 為替換算調整勘定 

 退職給付に係る調整累計額 ( ６★△960 ) 

( △10 )  その他の包括利益累計額合計  ( 320  )   その他の包括利益合計 

包括利益 ( 9,990  )  

その他の包括利益の内訳の注記(略式) 

  その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係る調整額  

当期発生額 ( ７ 500  ) ( ) ( 10 △△60 ) 

( ８ ★△300 ) 

９   350  

－ ( 11 ★ 40 ) 

( 200  ) ( 350  ) ) 

－ － 

( △560

－

組替調整額 

税効果調整前 

税効果額 

その他の包括利益 ( 200  ) ( 350  ) ( △560 ) 

⑵ 税効果会計を適用する場合   (単位：円) 

連結包括利益計算書 連結貸借対照表 

10,000 当期純利益 

その他の包括利益 

純資産の部 

その他の包括利益累計額 

( 12 ) ( 14 280  )   その他有価証券評価差額金 

 為替換算調整勘定 ( ２ ) ( ５ 880  ) 

  退職給付に係る調整額 ( 13

★ 140

350

★△392 ) 

 その他有価証券評価差額金 

 為替換算調整勘定 

 退職給付に係る調整累計額 ( 15★△672 ) 

( 98  )  その他の包括利益累計額合計  ( 488  )   その他の包括利益合計 

包括利益 ( 10,098  )  

その他の包括利益の内訳の注記(略式) 

  その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係る調整額  

当期発生額 ( 500  ) ( ) (   △ )

(    △300 ) 

350  

－ ( 

600

40 )

( 200  ) ( 350  ) ( △ )

( △△6 ) － ( 

560

168 )

組替調整額 

税効果調整前 

税効果額 

その他の包括利益 ( ★ 140 ) ( 350  ) ( ★△392 ) 

★ １つにつき１点 合計10点



⑷ その他の包括利益の内訳

① Ａ社株式 

イ 当期発生額(当期分の時価の上昇) ※ 期首の振戻仕訳を考えない

注記上は、後で税効果額を控除するため、税引前の額で計算します。

( そ の 他 有 価 証 券 ) 200 ＊ ( その他有価証券評価差額金 ) 200 

＊ 1,300円－1,100円＝200円 

   ロ 組替調整(その他有価証券評価差額金の実現) 

( その他有価証券評価差額金 ) 300 ＊ ( 投 資有価証 券売却 益 ) 300

＊ 100円＋200円＝300円 

② Ｂ社株式

   イ 当期発生額

( そ の 他 有 価 証 券 ) 300 ＊ ( その他有価証券評価差額金 ) 300 

＊ 900円－600円＝300円 

２．Ｐ社の退職給付

⑴ 前期

① 未認識数理計算上の差異の計上

( 繰 延 税 金 資 産 ) 120 ＊1 ( 退 職給付に 係る負 債 ) 400

( 退職給付に係る調整(累計)額当期変動額 ) 280 ＊2 

＊1 400円×30％＝120円 ＊2 400円－120円＝280円 

⑵ 当期

① 未認識数理計算上の差異の償却(個別上)

( 退 職 給 付 費 用 ) 40 ( 退 職 給 付 引 当 金 ) 40

( 繰 延 税 金 資 産 ) 12 ＊ ( 法 人 税 等 調 整 額 ) 12

   ＊ 40円×30％＝12円 

② 前期の開始仕訳

開始仕訳として、前期末の未認識数理計算上の差異の仕訳を行います。

( 繰 延 税 金 資 産 ) 120 ( 退 職給付に 係る負 債 ) 400

( 退職給付に係る調整(累計)額当期首残高 ) 280 

③ 個別財務諸表上の処理の振戻し

( 退 職給付に 係る負 債 ) 40 ＊1 ( 退 職 給 付 費 用 ) 40 

( 法 人 税 等 調 整 額 ) 12 ＊2 ( 繰 延 税 金 資 産 ) 12 

＊1 400円÷10年＝40円    ＊2 40円×30％＝12円 

④ 組替調整

未実現の退職給付費用(退職給付に係る調整額)の実現に伴い、税効果分も退職給付に係る調整額か

ら法人税等調整額に振り替えます。

( 退 職 給 付 費 用 ) 40 ( 退職給付に係る調整(累計)額当期変動額 ) 40 

( 退職給付に係る調整(累計)額当期変動額 ) 12 ( 法 人 税 等 調 整 額 ) 12

⑤ 未認識数理計算上の差異の計上(当期発生額)

( 繰 延 税 金 資 産 ) 180 ＊1 ( 退 職給付に 係る負 債 ) 600

( 退職給付に係る調整(累計)額当期変動額 ) 420 ＊2 

＊1 600円×30％＝180円 ＊2 600円－180円＝420円 

連結Ｂ/Ｓ 退職給付に係る調整累計額：(280円－28円)(前期発生分)＋420円(当期発生分)＝672円 15

連結Ｃ/Ｉ 退職給付に係る調整額：672円(当期末)－280円(前期末)＝392円 13

３．在外子会社の連結

為替換算調整勘定について税効果会計を適用しないため、税効果会計を適用しない場合と、解答は同じ

となります。

☆ 68,400 千円 第２年度 ☆ 71,280 千円 第２年度 ☆ 43,920 千円 

☆ １つにつき２点 合計６点

第３問 

解 答 

問１ 第１年度 
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問２ ×６年３月末のＣ社株式 ☆ 25,550  千円 ×５年度 法人税等調整額 0  千円 

☆ １つにつき２点 合計４点




